
発　

行

横

浜

市

中

区

日

本

大

通

一

神
奈
川
県
政
策
局
政
策
部
政
策
法
務
課

電
話
横
浜
（
〇
四
五
）
二
一
〇

－

一
一
一
一

15

告　　　　　示

神奈川県告示第5号

　公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令（昭和32年厚生省令第38号）第2条の規定により、公衆浴

場入浴料金の価格の統制額を次のように指定し、令和8年3月1日から施行する。

　公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令による公衆浴場入浴料金の価格の統制額の指定（令和7年

神奈川県告示第72号）は、令和8年2月28日限り廃止する。

　　令和8年1月13日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

1　公衆浴場入浴料金

12歳以上の者の入浴料金 6歳以上12歳未満の者の入浴料金 6歳未満の者の入浴料金

570円 250円 130円

2 �　温湯等を使用し、同時に多数人を入浴させる公衆浴場であって、その利用の目的及び形態が地域住民の日

常生活において保健衛生上必要な施設として利用されるもの以外の公衆浴場の入浴料金については、1の規

定は適用しない。

公　　　　　告

　都市計画法第21条第2項の規定において準用する同法第20条第1項の規定により横須賀市長から都市計画の

図書の写しの送付を受けたので、同条第2項の規定により次のとおり縦覧に供します。

　　令和8年1月13日

� 神奈川県知事　黒　 岩　 祐　 治　

1　都市計画の種類及び名称

　　横須賀都市計画生産緑地地区

2　縦覧場所

　　神奈川県県土整備局都市部都市計画課

目　次

○告示

　�公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令による公衆浴場入浴料金の価格の統制額の指定
（健康医療・生活衛生課）

○公告

　�都市計画の図書の写しの縦覧（県土整備・都市計画課）

　開発行為に関する工事の完了（横須賀土木事務所）

　開発行為に関する工事の完了（厚木土木事務所）
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　都市計画法第36条第3項の規定により、開発行為に関する工事の完了を次のとおり公告します。

　　令和8年1月13日

� 神奈川県横須賀土木事務所長　五十嵐 　　　敬　

開発区域に含まれる地域の名称 三浦郡葉山町上山口字間門1,917の 2及び1,919の19の一部

開発区域の面積 215.53平方メートル

開発許可を受けた者の住所 横須賀市津久井1－8の38

開発許可を受けた者の氏名
なかむら不動産株式会社　
　代表取締役　中村　淳一

開発許可年月日及び許可番号 令和6年12月18日　神奈川県指令須土第610011号

　都市計画法第36条第3項の規定により、開発行為に関する工事の完了を次のとおり公告します。

　　令和8年1月13日

� 神奈川県厚木土木事務所長　森　 尻　 雅　 樹　

開発区域に含まれる地域の名称 海老名市泉2－953の 4ほか3筆

開発区域の面積 48,246.20平方メートル

工事が完了した工区の名称 第3工区

工事が完了した工区に含まれる
地域の名称

海老名市泉2－992の36

工事が完了した工区の面積 8,902.60平方メートル

開発許可を受けた者の住所

東京都港区赤坂1－8の1
大阪府大阪市北区中之島2－2の7
東京都渋谷区初台1－47の 1
東京都港区芝2－32の 1
東京都渋谷区道玄坂1－21の 1
横浜市西区北幸2－9の14
東京都港区芝2－31の19　バンザイビル5階

開発許可を受けた者の氏名

日鉄興和不動産株式会社
　代表取締役　三輪　正浩
ＪＲ西日本不動産開発株式会社
　代表取締役　藤原　嘉人
小田急不動産株式会社
　代表取締役　五十嵐　秀
株式会社長谷工コーポレーション
　代表取締役　熊野　聡
東急不動産株式会社
　代表取締役　星野　浩明
相鉄不動産株式会社
　代表取締役　平野　雅之
株式会社長谷工不動産
　代表取締役　松本　健

令和元年12月23日　神奈川県指令厚土東第610083号

令和 8年(2026年) 1月13日神 奈 川 県 公 報第 679号
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開発許可年月日及び許可番号
（変更許可）

（令和3年5月31日　神奈川県指令厚土東第610013号）
（令和3年11月 8日　神奈川県指令厚土東第610053号）
（令和5年10月 6日　神奈川県指令厚土東第610066号）
（令和7年10月15日　神奈川県指令厚土東第610064号）

令和 8年(2026年) 1月13日神 奈 川 県 公 報第 679 号


